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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第28期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
６月30日

自 平成19年
４月１日

至 平成20年
３月31日

売上高（千円） 18,677,284 69,801,008

経常利益（千円） 7,139,973 27,490,785

四半期（当期）純利益（千円） 3,743,635 15,200,128

純資産額（千円） 118,611,767 117,577,061

総資産額（千円） 145,559,616 150,737,009

１株当たり純資産額（円） 3,690.37 3,657.55

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
116.90 475.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 475.06

自己資本比率（％） 81.2 77.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,263,991 18,780,977

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,588,601 △8,029,183

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,803,828 △5,620,948

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
23,152,135 26,280,573

従業員数（人） 1,262 1,206

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．第29期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,262 (517)

　（注）　　従業員数は就業人員（嘱託社員および当社グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員（１日

７時間30分勤務換算）を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 361 (85)

　（注）　　従業員数は就業人員（嘱託社員および社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイ

マー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員（１日７時間30分勤務換算）

を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当第１四半期連結会計期間における実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(a）オートオークション事業

(1）オートオークションの状況

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

出品台数（台） 789,272

成約台数（台） 427,794

成約率（％） 54.2

成約車両金額（百万円） 232,018

開催回数（回） 219

　（注）成約車両金額は、中古車オークションによる成約（落札）車両取扱高であり、車両代金（消費税等を含まず）

        の総額であります。

　

(2）登録会員数

区分
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

現車オートオークション登録会員数

（名）
42,743

通信衛星情報サービス登録会員数（名） 5,485

インターネット情報サービス登録会員数

（名）
20,814

(3）１台当たり手数料の状況

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

出品手数料（円） 4,861

成約手数料（円） 7,488

落札手数料（円） 9,481

　（注）１．上記各手数料につきましては会場、出品ブロック（時間帯および出品車両による区分）により異なりますの

で、期間平均手数料を記載しております。

２．出品手数料および成約手数料は出品会員が負担し、落札手数料は落札会員が負担いたします。

３．出品手数料および成約手数料につきましては、大口出品会員に対する手数料割引制度を有しており、割引後

の金額を記載しております。

４．記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売（営業収益）の実績

①　種類別販売（営業収益）の実績

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

出品手数料（千円） 3,837,304

成約手数料（千円） 3,203,667

落札手数料（千円） 4,056,165

商品売上高（千円） 641,042

その他の営業収入（千円） 1,875,231

合計（千円） 13,613,411

　（注）　記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　会場別販売（営業収益）の実績

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

名古屋会場（千円） 1,686,449

Ｒ－名古屋会場（千円） 597,297

九州会場（千円） 786,343

福岡会場（千円） 241,274

東京会場（千円） 3,474,340

静岡会場（千円） 367,511

岡山会場（千円） 289,993

札幌会場（千円） 760,463

西東京会場（千円） 243,441

群馬会場（千円） 432,884

東北会場（千円） 510,737

大阪会場（千円） 594,372

神戸会場（千円） 253,325

横浜会場（千円） 892,944

流通会場（千円） 450,726

新潟会場（千円） 142,399

北陸会場（千円） 134,119

藤岡会場（千円） 83,031

ＵＳ物流（千円） 98,489

通信衛星情報サービス（千円） 713,080

インターネット情報サービス（千円） 788,712

サポートサービス（千円） 71,472

合計（千円） 13,613,411

　（注）記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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(b）中古自動車等買取販売事業

①　中古自動車買取店舗数

区分
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日現在）

中古自動車買取店舗数（店舗） 225  

　（注）　フランチャイジーの店舗数（206店舗）を含めております。

　

②　種類別販売（営業収益）の実績

項目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

中古自動車買取販売（千円） 1,861,999

事故現状車買取販売（千円） 1,235,408

合計（千円） 3,097,407

　（注）　記載金額には、消費税等は含まれておりません。

(c）その他の事業

種類別販売（営業収益）の実績

項目
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

廃自動車等のリサイクル（千円） 1,730,601

廃ゴムのリサイクル（千円） 235,863

合計（千円） 1,966,465

　（注）　記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

１．業績の状況

当第１四半期のわが国経済は、米国におけるサブプライム住宅ローン問題に端を発した世界的な金融不安や、原

油をはじめとした原材料価格の高騰などによる企業収益の悪化、生活必需品の値上げによる個人消費の伸び悩みな

ど景気の先行き不透明感が強まる状況となりました。

　自動車流通市場は、普通乗用車の新車販売台数については下げ止まり感を見せたものの、自動車買替年数の長期化

や暫定税率復活以降のガソリン価格高騰による消費者心理の悪化などにより、新車登録台数全体では前年同期と比

較して1.9％減少し、中古車登録台数は3.8％減となりました。（（社）日本自動車販売協会連合会、（社）全国軽自

動車協会連合会調べ）

　オートオークション市場は、自動車流通市場が厳しい状況のなかで比較的順調に推移し出品台数は227万台（前年

同期比6.1％増）、成約率は52.9％（前年同期実績55.8％）と推移しました。（月刊ユーストカー調べ）

　このような経営環境のなかで当社グループは、会員の利便性を高めるため既存設備の更新や会員サービスの促進

を図りました。この結果、当第1四半期の連結売上高18,677百万円、営業利益7,078百万円、経常利益7,139百万円とな

り、四半期純利益は3,743百万円となりました。

　当第1四半期連結会計期間末の資産合計は145,559百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,177百万円減少し

ました。これは、固定資産税の前払いなどにより流動資産のその他が707百万円増加したのに対し、現金及び預金が

3,128百万円減少したことや、オークション需要期の前連結会計年度末と比較して、当第1四半期連結会計期間末の

オークション取扱い台数が少ないことなどによりオークション貸勘定が3,112百万円減少したことなどによるもの

であります。

　負債合計は26,947百万円となり、前連結会計年度末と比較して6,212百万円減少しました。これは、前連結会計年度

末と比較してオークション取扱い台数が少ないことなどによりオークション借勘定が2,970百万円減少したことや、

５月末の法人税等の納税により未払法人税等が4,744百万円減少したことなどによるものであります。

　純資産合計は118,611百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,034百万円増加しました。これは、利益剰余金が

1,021百万円増加したことなどによるものであります。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①オートオークション事業

　オートオークション事業につきましては、引き続き地域ごとに圧倒的なシェアを獲得する「地域一番会場戦略」

を掲げ、取扱台数や会員数の増加に向けた営業活動を行いました。５月には出品車両用ストックヤードが手狭で

あった流通会場を埼玉県越谷市から千葉県野田市（旧R-東京会場）に移転し、オークション設備についても一新し

ました。また、同じく５月に東北会場についても会場内のポス席に座ったままで出品検索や指値応札など様々な

サービスが操作可能な設備を導入し利便性を大幅に向上させ、さらなるオークション出品台数の増加に努めまし

た。

　これらの営業努力により、グループ全体で出品台数は78.9万台（前年同期比6.5％増）、成約台数は42.7万台（前年

同期比3.4％増）、成約率54.2％（前年同期実績55.8％）となり、オートオークション事業は、外部顧客に対する売上

高13,613百万円、営業利益6,724百万円となりました。

②中古自動車等買取販売事業

　中古自動車買取販売事業は、平成20年４月に会社分割により株式会社カークエストのラビット事業を事故現状車

買取販売事業の株式会社Ｒ＆Ｗ（旧株式会社ワールド自動車）に統合し、シナジー効果を発揮すべく両事業の買取

情報を共有する体制を構築するとともに、市場を開拓するための営業開発チームを新たに発足させました。当第1四

半期については中古自動車買取販売のラビット事業における買取台数は増加しましたが、オートオークションにお

ける車両相場が低調であったことなどにより、中古自動車買取販売事業、事故現状車買取販売事業ともに前年同様

の台当たり利益を確保することは出来ませんでした。

　この結果、中古自動車等買取販売事業は、外部顧客に対する売上高3,097百万円、営業利益34百万円となりました。
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③その他の事業

　その他の事業につきましては、株式会社アビヅは鉄などの金属類の市場価格が高騰する中で廃自動車を積極的に

取扱ったことや、白物家電・空調機器等の取引先や建物解体業者などからリサイクル業者としての認知度が高まっ

たことなどにより取扱量が増加しました。株式会社ＵＳＳ東洋は、人工芝向けゴムチップや質の高い再生ゴムの需

要が引き続き堅調に推移しました。

　この結果、その他の事業は、外部顧客に対する売上高1,966百万円、営業利益243百万円となりました。

２．キャッシュ・フローの状況

　当第1四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較

して3,128百万円減少し、23,152百万円となりました。なお、当第1四半期連結会計期間における連結キャッシュ・フ

ローの状況は以下の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は2,263百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益6,644百万円、

子会社の配当に伴う源泉所得税などの預り金の増加1,555百万円、減価償却費及びその他の償却費1,383百万円、法

人税等の支払額7,712百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は2,588百万円となりました。これは主に、新西東京会場の建設着手金や流通会場移

転に伴う有形固定資産の取得による支出2,438百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は2,803百万円となりました。これは主に、配当金の支払額2,722百万円などによる

ものであります。

３．事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

　

（株式会社の支配に関する基本方針）

(1) 基本方針の内容

　大規模買付行為（下記(3)②に定義されます。以下同じ。）が行われる場合、当該大規模買付行為が会社の支配権

の移転を伴うものであったとしても、資本市場に公開された株式会社である以上、大規模買付者（大規模買付行

為を行おうとする者または大規模買付行為を行っている者を総称していいます。以下同じ。）に対して株式を売

却するか否かの判断や、大規模買付者に対して会社の経営を委ねることの是非に関する判断は、基本的には、

個々の株主の皆様のご意思に委ねられるべきものだと考えております。

　しかしながら、近時の大規模買付行為の中には、①大規模買付者による大規模買付行為の目的等からみて、大規

模買付者が真摯に合理的な経営を目指すものではないことが明白であるもの、②一般株主に不利益な条件での

株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、③当該大規模買付行為に応じることの是非を一般株主が適切

に判断を行うために必要な情報や相当な考慮期間が提供・確保されていないもの、④当該大規模買付行為に対

する賛否の意見または当該大規模買付者が提示する買収提案や、事業計画等に代替する事業計画等（以下「代

替案」と総称します。）を会社の取締役会が株主に対して提示するために必要な情報、当該大規模買付者との交

渉機会、相当な考慮期間などを会社の取締役会に対して与えないもの等、会社の企業価値または当社株主の皆様

の共同の利益に対して回復困難な損害を与える可能性のあるものも少なくありません。

　以上の企業買収をめぐる近時の状況に鑑み、当社は、大規模買付者に対して事前に当該大規模買付行為に関す

る必要な情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じ

るべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が当該大規模買付行為に対する賛否の

意見または代替案を当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、当社株主の皆様のために大規模買付者と

交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値、ひいては当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を図

ることが必要であると考えております。

　当社は、当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上をこのようにして図ることを妨げる

態様で当社株券等についての大規模な買付行為を行う者に対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当

社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えております。
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(2) 基本方針実現のための取組み

基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社および当社子会社（以下「ＵＳＳグループ」といいます。）の事業は、会員制オートオークション事業を

中心に中古自動車等買取販売事業、廃自動車等のリサイクル事業から構成されております。

　オートオークション事業におきましては、全国18ヵ所に現車オークション会場を展開し、会員企業数はＵＳＳ

グループ全体で42,751社（平成20年３月31日現在）、年間出品台数292万台（平成20年３月期）、業界シェア

34.3％（平成20年３月期）と業界トップの地位を確保しております。

　このようにＵＳＳグループがオートオークション業界のリーディングカンパニーとして、会員企業から絶大の

支持と信頼をいただいているのは、昭和55年の創業以来、経営理念に「公正な市場の創造」と「会員との共生」

を掲げ、常に他社に先駆けて最先端技術を導入したことに加え、業界最高水準の車両検査体制を確立してきたか

らにほかなりません。

　また、当社は、中長期的には、平成21年３月期までの中期経営計画である「Project343」（年間出品台数300万台、

業界シェア40％、連結経常利益300億円）を策定しております。その進捗状況につきましては、平成21年３月期の

計画として年間出品台数は301万台といたしましたが、業界シェアは35％、連結経常利益は285億円といたしまし

た。

　したがいまして、平成21年３月期に「Project343」を達成することは困難な状況でありますが、ＵＳＳグループ

が「Project343」の下で実施している様々な施策は、継続的に企業価値を高めており、今後も「Project343」達成

を継続的な目標に掲げるとともに、ＵＳＳグループの経営理念に掲げる基本的な考え方を引き続き実践し、ＵＳ

Ｓグループと会員企業との長期的な信頼関係を重視した経営を行うことが極めて重要であると考えておりま

す。

　当社は、平成11年９月名古屋証券取引所第２部に、平成12年12月東京証券取引所、名古屋証券取引所第１部に当

社株式を上場して以来、株式分割や単元株式数の変更などの措置を実施することによって、当社の株主層の拡大

に努めてまいりました。その結果、平成20年３月末日現在、当社の株主数は8,736名となるとともに、その株主構成

につきましても個人株主が大半を占めるに至り、当社株式の流動性は上場当初と比較して大きく向上しており

ます。

　当社といたしましては、今後も、当社株式の流動性の向上を図るとともに、安定的な経営を行い、当社の企業価

値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を継続的に図ってまいります。

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

①　「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」導入の目的・経緯

　当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、上記(1)記載の基本方針に照らして不適切な者によって当

社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、大規模買付者に対して事

前に当該大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めることによっ

て、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が企業価

値委員会（下記(5)に定義されます。以下同じ。）の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見または

代替案を当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、当社株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行う

こと等を可能とし、もって当社の企業価値、ひいては当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的に、「当

社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導入すること

を決定しました。また、当社は、平成20年６月25日開催の取締役会において、同日開催された当社第28期定時株主

総会で選任されました取締役全員の賛成により、平成21年６月30日まで本プランを継続することを決定しまし

た。

　本プランの内容につきましては、以下のとおりです。
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②　本プランの内容

　本プランの適用の対象となる大規模買付行為の定義

　次のア．もしくはイ．に該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をしたものを除きます。）またはそ

の可能性のある行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）がなされ、またはなされようとする場合に、本

プランが適用されるものとします。

ア．当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付

けその他の取得

イ．当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合

との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

③　買付説明書の提出

　大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、当社取締役会に対して、別途当社の定める書式により、本

プランに定める手続を遵守することを誓約する旨が記載され、大規模買付者代表者による署名または記名捺印

のなされた書面（以下「買付説明書」といいます。）を提供していただきます。

　当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを企業価値委員会に提供いたします。

　買付説明書には、本プランに定める手続を遵守する旨の誓約、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の

氏名、日本国内における連絡先および企図されている大規模買付行為の概要等も明示していただきます。

　当社は、大規模買付者から買付説明書の提供があった場合、当社取締役会が適切と認める事項について、速やか

に当社株主の皆様に対して開示いたします。

④　大規模買付者に対する情報提供要求

　当社取締役会が買付説明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者には、当社取締役会に対して、次の

ア．からキ．までに掲げる情報（以下「大規模買付情報」と総称します。）を提供していただきます。当社取締

役会は、大規模買付情報を受領した場合、速やかにこれを企業価値委員会に対して提供いたします。

　なお、企業価値委員会が、大規模買付者から当初提供を受けた情報だけでは、当該大規模買付行為に応じるべき

か否かを当社株主の皆様が適切に判断することや、企業価値委員会および当社取締役会が当該大規模買付行為

に対する賛否の意見を形成し、または代替案を当社株主の皆様に対して適切に提示すること（以下「評価等」

といいます。）が困難であると判断した場合、当社取締役会は、合理的な期間の提出期限を定めた上で、かかる評

価等のために必要な追加情報の提供を随時大規模買付者に対して要求することができるものとします。

　また、企業価値委員会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した場合には、当社は、速やかにその旨を当社

株主の皆様に対して開示いたします。さらに、当社は、大規模買付情報の受領後の適切な時期に、大規模買付情報

のうち当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断するために必要と認められる情

報を当社株主の皆様に対して開示いたします。

ア．大規模買付者およびそのグループ（主要な株主または出資者および重要な子会社・関連会社を含み、

ファンドの場合は主要な組合員、出資者（直接・間接を問いません。）その他の構成員ならびに業務執行

組合員および投資に関する助言を継続的に行っている者を含みます。）の概要（具体的名称、資本構成、

財務内容ならびに役員の氏名および略歴等を含みます。）

イ．大規模買付行為の目的および内容（買付対価の価額・種類、買付の時期、関連する取引の仕組み、買付方

法の適法性、買付実行の蓋然性等を含みます。）

ウ．買付対価の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報ならびに買付けに

係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの額およびその算定根拠等を含みます。）

エ．買付資金の裏付け（買付資金の提供者（実質的提供者（直接・間接を問いません。）を含みます。）の具

体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

オ．大規模買付行為の完了後に意図するＵＳＳグループの経営方針、事業計画、資金計画、投資計画、資本政策

および配当政策その他大規模買付行為完了後における当社の従業員、取引先、顧客、工場等が所在する地

方公共団体その他の当社に係る利害関係者の処遇方針

カ．大規模買付者が濫用的買収者（下記⑥に定義されます。以下同じ。）に該当しないことを誓約する旨の書

面

キ．その他企業価値委員会が合理的に必要と判断し、買付説明書を当社取締役会が受領した日から10営業日

以内に書面により大規模買付者に対して要求した情報
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⑤　買付説明書または大規模買付情報が提供されないまま大規模買付行為が開始された場合の手続

　大規模買付者が当社取締役会に対して買付説明書を提出せず、または大規模買付者が当社取締役会に対する大

規模買付情報の提供を完了させることなく、大規模買付行為が開始された場合、企業価値委員会は、当社の企業

価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために対抗措置（下記⑬の内容によります。以下同

じ。）を発動させないことが必要であることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則とし

て、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

⑥　企業価値委員会による濫用的買収者の判定

　企業価値委員会は、当該大規模買付者が濫用的買収者（次のア．からケ．までのいずれかの場合に該当するこ

とが疑われるに足りる相当な事情があると認められる者を総称していいます。以下同じ。）に該当するか否かを

検討します。

ア．真に当社の会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を会社関係者

に引き取らせる目的で株式の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）ないし当社株式の取

得目的が主として短期の利鞘の稼得にある場合

イ．当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業経営上必

要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者またはそのグループ

会社等に移譲させることにある場合

ウ．当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者またはそのグループ会社等の債務の担

保や弁済原資として不当に流用する予定で、当社の株式の取得を行っている場合

エ．当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関

係していない不動産、有価証券などの高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配

当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする点に

ある場合

オ．大規模買付者の提案する当社株券等の取得条件（買付対価の種類、金額およびその算定根拠、内容、時期、

方法、違法性の有無、実現可能性等を含みますがこれに限りません。）が、当社の企業価値に照らして不十

分または不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合

カ．大規模買付者の提案する買収の方法が、二段階買収や部分的公開買付けなどに代表される当社株主の皆

様の判断の機会または自由を制約する構造上強圧的な方法による買収である場合

キ．大規模買付者による支配権取得により、当社株主の皆様はもとより、顧客、従業員その他の利害関係者の

利益を含む当社の企業価値の毀損が予想されたり、当社の企業価値の維持および向上を妨げるおそれが

あると合理的な根拠をもって判断される場合、または大規模買付者が支配権を獲得する場合の当社の企

業価値が、中長期的な将来の企業価値の比較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の当

社の企業価値と比べ、明らかに劣後すると判断される場合

ク．大規模買付者による支配権取得の事実それ自体が、ＵＳＳグループの重要な取引先を喪失させる等、当社

の企業価値を著しく毀損するものである場合

ケ．大規模買付者の経営陣または主要株主に反社会的勢力と直接または間接に関係を有する者が含まれてい

る場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠を

もって判断される場合

⑦　濫用的買収者であると判定された場合の手続

　企業価値委員会は、大規模買付者が濫用的買収者に該当すると認めた場合、企業価値委員会評価期間（下記⑧

に定義されます。以下同じ。）の開始または終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、かかる大規模買付行為

に対する対抗措置の発動を勧告します。
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⑧　企業価値委員会評価期間の設定等

　企業価値委員会は、大規模買付者が開示した大規模買付行為の内容に応じた次のア．またはイ．の期間（大規

模買付情報の提供が完了したと企業価値委員会が判断した旨を当社が開示した日から起算されるものとしま

す。）を、企業価値委員会による評価等のための期間（以下「企業価値委員会評価期間」といいます。）として

設定します。なお、かかる企業価値委員会評価期間は、当社の事業内容の評価の困難さや、評価等の難易度などを

勘案して設定されたものであり、大規模買付行為は企業価値委員会評価期間の経過後にのみ開始されるべきも

のとします。

ア．対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場合：60日間

（初日不算入）

イ．上記ア．を除く大規模買付行為が行われる場合：90日間（初日不算入）

　企業価値委員会は、企業価値委員会評価期間内において、大規模買付者から提供された大規模買付情報に基づ

き、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上の観点から評価等を行うものとします。企

業価値委員会が評価等を行うにあたっては、原則として当社取締役会から独立した第三者的立場にある外部専

門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得るものとします。

　なお、企業価値委員会が企業価値委員会評価期間内に下記⑩記載の勧告を行うに至らないことにつきやむを得

ない事情があり、当社取締役会が企業価値委員会評価期間の延長に同意をする場合、企業価値委員会は、必要な

範囲内で企業価値委員会評価期間を最大30日間（初日不算入）延長することができるものとします（なお、さ

らなる期間の延長を行う場合においても同様とします。）。そして、企業価値委員会が企業価値委員会評価期間

を延長した場合、当社は、その趣旨を速やかに当社株主の皆様に対して開示いたします。

⑨　企業価値委員会評価期間中に大規模買付行為が開始された場合の手続

　企業価値委員会は、大規模買付者が企業価値委員会評価期間中に大規模買付行為を開始したと認めた場合、当

社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要で

あることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、対抗措

置の発動を勧告します。

⑩　企業価値委員会の勧告手続

ア．企業価値委員会の勧告

　企業価値委員会は、企業価値委員会評価期間内に、次のⅰからⅲまでに定めるところに従い、当社取締役会

に対して大規模買付行為に関する勧告を行うものとします。

ⅰ　企業価値委員会による対抗措置発動の勧告

　本プランに別途定める場合のほか、大規模買付者が本プランに定める手続につきその重要な点において

違反した場合で、当社取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日

以内に当該違反が是正されない場合には、企業価値委員会は、当社の企業価値または当社株主の皆様の共

同の利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明白であることその他

の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置

の発動を勧告します（企業価値委員会は、必要と認める場合には、対抗措置の内容を特定し、対抗措置の

発動に一定の条件等を付すことができるものとします。）。

　かかる勧告がなされた場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに当社株主の皆

様に対して開示いたします。

　なお、企業価値委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告した後であっても、大規模買付行

為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じた場合、対抗措置の

発動の中止その他の再勧告を当社取締役会に対して行うことができるものとします。

ⅱ　企業価値委員会による株主の意思確認の勧告

　企業価値委員会における評価等の結果、大規模買付者等から提示されたＵＳＳグループの事業計画を含

む買収提案等や、当社取締役会から提示されたＵＳＳグループの事業計画等との間に明らかな相違があ

るとまでは認められない場合などにあっては、対抗措置を発動させることが当社の企業価値または当社

株主の皆様の共同の利益の確保・向上のために望ましいか否かの判断が困難であることが通常であると

考えられますので、企業価値委員会は、当社取締役会に対して、株主総会において大規模買付行為に対す

る対抗措置の発動の要否や内容等について当社株主の皆様の意思を確認することを勧告します。かかる

勧告が行われた場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに当社株主の皆様に対

して開示いたします。
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　なお、企業価値委員会は、当社取締役会に対して株主総会における当社株主の皆様の意思確認を勧告し

た後であっても、大規模買付行為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に

変動が生じた場合、これと異なる内容の再勧告を当社取締役会に対して行うことができるものとします。

ⅲ　企業価値委員会によるその他の勧告

　企業価値委員会は、当社取締役会に対して、対抗措置の不発動その他必要な内容の勧告を随時行うこと

もできるものとします。

　なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記ⅰおよびⅱに準じるものと

します。

イ．当社取締役会による企業価値委員会の勧告の尊重

　当社取締役会は、大規模買付者から提供された大規模買付情報その他の信頼できる客観的な資料や情報に

基づき合理的と考えられる分析および検討を行うものとし、当該分析および検討の結果、企業価値委員会の

勧告（再勧告を含みます。以下本イ．において同じ。）の前提となった事実の認識に重要かつ不注意な誤り

があると認められる場合や、その勧告の判断過程に明らかに不合理な点があると認められる場合などの特段

の事情がある場合を除き、企業価値委員会の勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動・不発動または株主総

会の招集などに関する必要な取締役会決議を行うものといたします（なお、当社取締役会は、対抗措置の発

動を決議する際、場合により、当該対抗措置の内容として、法令等が許す範囲で、企業価値委員会に対して、対

抗措置の廃止を含む一定の決定を行う権限を付与することがあります。）。

　かかる決議を行った場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに当社株主の皆様に

対して開示いたします。

　なお、企業価値委員会の再勧告により、当社取締役会が対抗措置を発動する場合、または新株予約権の割当

ての中止や新株予約権の取得を行う場合などにおいては、当社株式に係る株価について変動リスクが生じる

場合があり得ます。

⑪　株主の意思確認手続

　企業価値委員会から上記⑩ア．ⅱに定める株主総会における当社株主の皆様の意思確認の勧告がなされた場

合であって、当該勧告の日から２ヵ月以内の日を会日とする当社株主総会の招集が当社取締役会において決議

されていない場合には、当社取締役会は、法令等および当社定款に従い、臨時株主総会の招集手続を遅滞なく履

践するものとします。

　大規模買付行為に対する対抗措置の発動の要否や内容等についての当社株主の皆様の意思確認のための決議

は、株主総会において、議決権を行使することができる当社株主の皆様の議決権の過半数を有する当社株主の皆

様が出席し、出席した当該株主の皆様の議決権の過半数をもって行われるものとします。

　大規模買付行為に対する対抗措置の発動およびその内容について当該株主総会において賛同する旨の決議が

得られた場合、当社取締役会は、当該株主総会決議に従い、大規模買付行為に対する対抗措置を発動します。かか

る対抗措置の発動に関する決議が当社取締役会において行われた場合、当社は、当社取締役会が適切と認める事

項について、速やかに当社株主の皆様に対して開示いたします。

　なお、企業価値委員会から上記⑩ア．ⅱに定める株主総会における当社株主の皆様の意思確認の勧告がなされ

た場合、大規模買付行為は、当該意思確認の手続が完了するまでの間実行されてはならないものとします。

⑫　大規模買付情報の変更

　当社取締役会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した旨開示をした後、大規模買付者によって当該大規

模買付情報につき重要な変更がなされた場合には、当社取締役会は、企業価値委員会の勧告に従って、従前の大

規模買付情報を前提とする大規模買付行為（以下「変更前大規模買付行為」といいます。）について進めてき

た本プランに基づく手続を中止し、変更後の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為について、変更前大規

模買付行為とは別個の大規模買付行為として本プランに基づく手続を改めて適用することができるものとしま

す。
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⑬　対抗措置の具体的内容

　当社が発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権の無償割当てまたは無償発行等によるものと

します（以下、発行される新株予約権を「本新株予約権」といいます。）が、株主総会決議により他の対抗措置

を発動することが適切と判断された場合にはその他の法令等上利用可能な対抗措置が用いられることがあるも

のとします。

　大規模買付行為に対する対抗措置として本新株予約権の無償割当てをする場合には、(i) 本プランに違反をした

大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等（以下本⑬において「例外事由該当者」といいます。）に

よる権利行使は認められないとの行使条件、（ii）新株予約権者が例外事由該当者にあたるか否かにより異なる

対価で当社がその本新株予約権を取得できる旨の条項（例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する本新株

予約権についてはこれを当社が当社の普通株式と引換えに取得する一方、例外事由該当者に該当する新株予約

権者が所有する本新株予約権については、これを他の財産（場合によりその一部を当社普通株式をもって代え

ることもできます。）と引換えに取得することができる旨を定めた条項）や、（iii）当社が本新株予約権の一部

を取得することとするときに、例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する本新株予約権のみを取得するこ

とができる旨の条項など、大規模買付行為に対する対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件、取得

条項等を設けることがあります。

(4) 本プランの有効期間ならびに継続、廃止および変更について

　本プランの有効期間は、平成21年６月30日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、①当社

の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、または②当社の取締役会において本プラ

ンを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものとします。したがって、本プラン

は、当社株主の皆様のご意向に従って随時これを廃止させることが可能です。

　なお、当社は、取締役の任期を１年としておりますところ、当社は、取締役選任議案には、各取締役候補者の本プ

ランに対する賛否を記載する予定であり、毎年の定時株主総会における取締役選任議案を通じて、本プランの継

続、廃止、または変更について、当社株主の皆様のご意向を随時反映させることが可能となっております。

　本プランについては、当社定時株主総会の終結後最初に開催される取締役会において、その継続、廃止または変

更の是非につき検討・決議を行います。

　また、当社は、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上の観点から、企業価値委員会に

対して諮問をした上で、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。

　本プランの廃止、変更等が決議された場合には、当社は、当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに

当社株主の皆様に対して開示いたします。

(5) 企業価値委員会について

　当社は、本プランの導入に当たり、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、当社の社外取

締役の中の３名以上から構成される企業価値委員会（以下「企業価値委員会」といいます。）を設置しました。

　当社は、本プランの導入当初における企業価値委員会の委員として、林　勇氏、真殿　達氏および佐藤浩史氏の３

名を選任しております。

　企業価値委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行います。ただし、委員に

事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行い

ます。
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(6) 株主および投資家の皆様への影響

①　本プラン導入時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　本プランの導入時には、本新株予約権の発行自体は行われません。したがって、当社株主の皆様および投資家の

皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

②　本新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　当社取締役会は、本プランに基づき、当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的

として大規模買付行為に対する対抗措置をとることがありますが、現在想定されている対抗措置の仕組み上、当

社株主および投資家の皆様（本プランに違反した大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者は除きま

す。）の権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、上記(3)

⑬の規定に従い他の対抗措置を用いることが当社の株主総会において決議された場合には、当該対抗措置の内

容次第では、当該対抗措置の発動の結果、当社株主の皆様または投資家の皆様の権利または経済的利益に何らか

の影響が生じる可能性もないわけではありませんので、この点予めご承知おきください。

　なお、名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、本新株予約権の割当てを受けるためには、別途当社取締

役会が決定し公告する本新株予約権の基準日までに、名義書換を完了していただく必要があります。

　また、無償割当てがなされた本新株予約権の行使および取得の手続について当社株主の皆様に関わる手続は、

次のとおりです。

ア．本新株予約権を行使する場合

　当社株主の皆様が本新株予約権を行使することとなる場合、新株を取得するために所定の期間内に一定の

金額の払込みをしていただく必要があります。かかる手続の詳細につきましては、実際に本新株予約権の無

償割当てをすることになった際に、法令等に基づき別途お知らせいたします。

イ．本新株予約権を取得する場合

　当社が本新株予約権を取得する場合、当該取得の対象となる本新株予約権を保有する当社株主の皆様は上

記ア．の本新株予約権の行使に係る何らかの手続を執ることなく、当社が本新株予約権を取得し、当社株主

の皆様は、大規模買付者またはその共同保有者もしくは特別関係者に該当する場合を除き、これと引換えに

当社株式の交付を受けることになります。

(7) 上記の取組みに対する当社取締役会の判断および判断に係る理由

①　基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社の平成21年３月期までの中期経営計画である「Project343」は、当社の企業価値または当社株主の皆様の共

同の利益の確保・向上を継続的に図っていくための具体的方策として定められたものであり、当社の基本方針

に沿うものです。

　また、当社の取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

②　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　当社は、以下の諸点を考慮し織り込むことにより、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みが、当社の基本方針に沿い、当社の企業価値ないし

株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。

ア．株主共同の利益の確保・向上

　本プランは、上記(3)①記載のとおり、当社株主の皆様に対し、大規模買付行為に応じるか否かについて適切

な判断をするための必要かつ十分な情報および時間を確保し、もって当社の企業価値または当社株主の皆様

の共同の利益の確保・向上を目的として導入されるものです。

　また、かかる目的で導入された本プランが遵守されない場合、または本プランが遵守された場合であって

も、上記(3)⑦記載のとおり、当該大規模買付行為が当社の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益を著

しく損なうと認められる場合には、当社は対抗措置を発動することがありますが、かかる対抗措置は、当社の

企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的として発動されるものです。

イ．事前の開示

　当社は、当社株主・投資家の皆様および大規模買付者の予見可能性を高め、当社株主の皆様に適正な選択の

機会を確保するために、本プランを予め開示するものです。

　また、当社は今後も、適用ある法令等および証券取引所規則に従って適時適切な開示を行います。
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ウ．株主意思の重視

　上記(4)記載のとおり、本プランの有効期間は、平成21年６月30日までとします。

　また、上記(4)記載のとおり、当社取締役会は、当社株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するため、取締

役の任期を１年としており、当社は、取締役選任議案には、各取締役候補者の本プランに対する賛否を記載す

る予定です。したがって、毎年の定時株主総会における取締役選任議案等を通じて、本プランの継続、廃止、ま

たは変更について、当社株主の皆様のご意向を随時反映させることが可能となります。

エ．企業価値委員会の設置

　当社取締役会は、上記(5)記載のとおり、本プランに基づく対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的

判断を排するために企業価値委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置を発動等する場合には、企業価値委

員会の勧告を最大限尊重するものとしています。

オ．外部専門家の意見の取得

　上記(3)⑧記載のとおり、企業価値委員会が当社取締役会に対する諮問の前提として評価等を行うにあたっ

ては、原則として当社取締役会から独立した第三者的立場にある外部専門家（フィナンシャル・アドバイ

ザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得るものとします。これにより、当社取締役会に対して勧告を行う企

業価値委員会の判断の客観性および合理性が担保されることになります。

カ．デッドハンド型買収防衛策ではないこと

　上記(4)記載のとおり、本プランおよび本プランに基づく対抗措置の発動として割り当てられる新株予約権

については、当社の株主総会で選任された取締役で構成する取締役会の決議などにより、いつでも、廃止ない

しは取得・消却を行うことができるため、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

４．研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

①提出会社　

  当第１四半期連結会計期間において、当社子会社の株式会社ＵＳＳ流通オートオークションが、埼玉県越谷市か

ら千葉県野田市(旧Ｒ-東京会場跡地)へ移転したことに伴い、当社所有の建物と一部の土地を賃貸したため、主要な設

備に異動がありました。その賃貸後における設備の状況は、次のとおりであります。

　 （平成20年６月30日現在）

事業所
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の
内容

土地
建物
（千円）

構築物
（千円）

車両運搬
具
（千円）

器具およ
び備品
（千円）

投下資本合
計（千円）

従業
員数
（名）

面積
（㎡）

金額
（千円）

東京会場

（千葉県野田市）

オートオー

クション事

業

会場用地

および建

物

(18,731.06)

538,022.80
7,478,539 3,569,199 2,131,375 29,382 1,268,033 14,476,531 138

　（注）１．投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．土地の面積で（　）内は賃借中のものであり、内書で表示しております。

３．土地の金額は、土地の再評価に関する法律に基づき再評価を行った後の金額を計上しております。

４．従業員数には嘱託社員を含み、パートタイマーおよび人材会社からの派遣社員は含まれておりません。

　

②子会社　

　当第１四半期連結会計期間において、当社子会社の株式会社ＵＳＳ流通オートオークションが、埼玉県越谷市から

千葉県野田市(旧Ｒ-東京会場跡地)へ移転したことに伴い、当社所有の建物と一部の土地を賃借したため、主要な設備

に異動がありました。その設備の状況は、次のとおりであります。

　 （平成20年６月30日現在）

会社名
［事業所］
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

土地
建物
（千円）

構築物
（千円）

機械装置
および運
搬具
（千円）

器具およ
び備品
（千円）

投下資本合
計（千円）

従業
員数
（名）

面積
（㎡）

金額
（千円）

株式会社ＵＳＳ

流通オートオー

クション

［流通会場］

（千葉県野田市）

オートオー

クション事

業

会場用地

および建

物

(77,762.45)

[46,759.28]

124,521.73

[1,066,046]

1,066,046

[1,071,978]

1,080,116

[99,841]

144,774
3,829

[14,249]

474,705

[2,252,116]

2,769,472
42

　（注）１．投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．土地の面積で（　）内は連結会社以外の者から賃借中のものであり、内書で表示しております。

３．［　］は提出会社から賃借しているもので内書で表示しております。

４．提出会社から賃借している土地については、土地の再評価に関する法律に基づき再評価を行った後の金額を

計上しております。

５．従業員数には嘱託社員および当社グループ外から当社グループへの出向者を含み、パートタイマーおよび人

材会社からの派遣社員は含まれておりません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の改修について完了したも

のは、次のとおりであります。

　株式会社ＵＳＳ流通オートオークション（国内子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました

オートオークション事業の会場移転に伴う設備投資については、平成20年５月に完了し、上記(1）②の表に含めて

表示しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,695,982 32,695,982

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

－

計 32,695,982 32,695,982 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年６月29日定時株主総会決議（第３回新株予約権）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 19,150

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 191,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,320

新株予約権の行使期間
自　平成16年６月30日

至　平成20年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　　9,320

資本組入額　 　4,660

新株予約権の行使の条件
権利行使時に当社または当社連結子会社の取締役、使用

人または顧問のいずれかの地位を有することを要す。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　新株予約権の発行日以降、次の１．または２．の事由が生ずる場合、発行価格は、それぞれ次に定める算式によ

り、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。
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１．当普通株式の分割または併合が行われる場合。

調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 ×
１

分割・併合の比率

２．時価を下回る価格で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使の

場合を除く）。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額

を調整するものとする。

②　平成17年６月28日定時株主総会決議（第４回新株予約権）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 21,700

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 217,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,510

新株予約権の行使期間
自　平成17年６月29日

至　平成21年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　7,510

資本組入額　 　3,755

新株予約権の行使の条件
権利行使時に当社または当社連結子会社の取締役、使用

人または顧問のいずれかの地位を有することを要す。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）　平成16年６月29日定時株主総会決議の（注）参照
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　平成19年８月28日取締役会決議（第５回新株予約権）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 714

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,140

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月15日

至　平成44年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　 6,457

資本組入額　 　 3,229

新株予約権の行使の条件  （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

　（注）１．新株予約権の行使の条件は次のとおりです。

 (1)新株予約権者は、当社の取締役（委員会設置会社における執行役を含む。）、監査役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した場合に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、

上記のいずれの地位をも喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日ま

での間に限り、募集新株予約権を行使することができる。

 (2)上記(1)に拘らず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、組織再編におけ

る募集新株予約権の消滅および再編対象会社の新株予約権交付の内容に関する決定方針に従って新株予約

権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り募集新

株予約権を行使できるものとする。

 ①新株予約権者が平成43年６月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成43年７月１日から平成44年６月30日まで

 ②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締

役会決議または代表執行役の決定がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

 (3)新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、かかる募集新株予約権を行使することができないもの

とする。

　　　２．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりです。

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につ

き吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効

力を生じる日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する

募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権

をそれぞれ交付することとする。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移

転計画において定めることを条件とする。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
― 32,695,982 ― 18,881,312 ― 23,583,478

（５）【大株主の状況】

　　　　１．バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社他４社連名により平成20年７月７日付で提出された大量

保有報告書において、平成20年６月30日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株

主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ株式会社
東京都渋谷区広尾1丁目1番39号 472 1.44

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ、エヌ・エイ

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ

市　ハワード・ストリート400
857 2.62

バークレイズ・グローバル・ファ

ンド・アドバイザーズ

米国　カリフォルニア州　サンフランシスコ

市　ハワード・ストリート400
225 0.69

バークレイズ・グローバル・イン

ベスターズ・リミテッド

英国　ロンドン市　ロイヤル・ミント・コー

ト1
270 0.83

バークレイズ・キャピタル・セ

キュリティーズ・リミテッド

英国　ロンドン市　カナリーワーフ　ノース・

コロネード5
34 0.11

合計 ───── 1,860 5.69

　　　　２．テンプルトン・インベストメント・カウンセル・エルエルシー他５社連名により平成20年６月17日付で提出さ

れた大量保有報告書において、平成20年６月11日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

テンプルトン・インベストメント

・カウンセル・エルエルシー

アメリカ合衆国　33394、フロリダ州、フォー

ト・ローダデイル、スゥイート2100、イース

ト・ブロワード・ブルヴァール500

1,557 4.76

フランクリン・テンプルトン・イ

ンベストメンツ（アジア）リミ

テッド

香港、セントラル、コノートロード8、ザ　

チャーターハウス　17階
726 2.22

フランクリン・テンプルトン・イ

ンベストメント・マネジメント・

リミテッド

英国　EH3　8BH、スコットランド、エディン

バラ、モリソン・ストリート5 
677 2.07

テンプルトン・グローバル・アド

バイザーズ・リミテッド

バハマ連邦、ナッソー、ライフォード・ケイ、

BOX　N-7759
1,464 4.48

フランクリン・テンプルトン・イ

ンベストメンツ・オーストラリア

・リミテッド

オーストラリア連邦、ヴィクトリア州3000、

メルボルン、コリンズ・ストリート360、25階
51 0.16
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氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フランクリン・テンプルトン・イ

ンベストメンツ・コープ

カナダ　M2N　OA7、オンタリオ州、トロント、

スイート1200、ヤング・ストリート5000
152 0.47

合計　 ─────　 4,629 14.16
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（６）【議決権の状況】

　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

　載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

　す。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　671,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,023,550 3,202,355 －

単元未満株式 普通株式　　　　632 － 一単元(10株)未満の株式

発行済株式総数 32,695,982 － －

総株主の議決権 － 3,202,355 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が60株（議決権の数６個）含まれており

ます。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ユー・エ

ス・エス

愛知県東海市新宝

町507番地の20
671,800 － 671,800 2.05

計 － 671,800 － 671,800 2.05

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 7,450 7,360 7,380

最低（円） 6,850 6,920 6,920

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,152,135 26,280,573

オークション貸勘定 ※1
 8,767,244

※1
 11,879,459

受取手形及び売掛金 3,155,869 3,527,620

たな卸資産 ※2
 1,204,160

※2
 1,365,431

その他 2,385,424 1,677,929

貸倒引当金 △75,588 △75,384

流動資産合計 38,589,246 44,655,630

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 35,901,215 36,087,398

土地 52,221,981 52,184,634

建設仮勘定 1,333,834 285,527

その他（純額） 5,974,256 5,724,483

有形固定資産合計 ※3
 95,431,287

※3
 94,282,043

無形固定資産

のれん 1,683,371 1,879,394

その他 1,394,298 1,390,012

無形固定資産合計 3,077,669 3,269,406

投資その他の資産

投資その他の資産 ※4
 8,602,821

※4
 8,666,970

貸倒引当金 △141,407 △137,041

投資その他の資産合計 8,461,413 8,529,928

固定資産合計 106,970,370 106,081,378

資産合計 145,559,616 150,737,009

負債の部

流動負債

オークション借勘定 ※1
 8,989,502

※1
 11,959,835

支払手形及び買掛金 628,303 643,098

短期借入金 2,305,920 2,305,920

未払法人税等 1,175,646 5,919,924

引当金 768,898 506,869

その他 7,267,960 6,106,788

流動負債合計 21,136,232 27,442,436

固定負債

長期借入金 724,020 759,000

引当金 144,833 145,408

その他 4,942,763 4,813,103

固定負債合計 5,811,616 5,717,511

負債合計 26,947,848 33,159,948
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 18,881,312 18,881,312

資本剰余金 27,992,143 27,992,143

利益剰余金 81,943,063 80,921,483

自己株式 △5,770,288 △5,770,252

株主資本合計 123,046,230 122,024,686

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 112,612 83,208

土地再評価差額金 △4,977,650 △4,977,650

評価・換算差額等合計 △4,865,038 △4,894,442

新株予約権 3,073 2,151

少数株主持分 427,501 444,665

純資産合計 118,611,767 117,577,061

負債純資産合計 145,559,616 150,737,009
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 18,677,284

売上原価 8,498,688

売上総利益 10,178,595

販売費及び一般管理費 ※
 3,100,061

営業利益 7,078,534

営業外収益

受取利息 456

不動産賃貸料 41,145

雑収入 42,764

営業外収益合計 84,366

営業外費用

支払利息 10,230

不動産賃貸原価 5,304

雑損失 7,391

営業外費用合計 22,927

経常利益 7,139,973

特別利益

固定資産売却益 2,677

貸倒引当金戻入額 18,648

特別利益合計 21,326

特別損失

固定資産売却損 207

固定資産除却損 197,546

役員退職慰労金 101,742

賃貸借契約解約損 198,530

その他 18,788

特別損失合計 516,815

税金等調整前四半期純利益 6,644,484

法人税等 2,833,179

少数株主利益 67,669

四半期純利益 3,743,635
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,644,484

減価償却費及びその他の償却費 1,383,094

のれん償却額 196,029

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,570

賞与引当金の増減額（△は減少） 262,029

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,325

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,900

受取利息及び受取配当金 △820

支払利息 10,230

有形固定資産除売却損益（△は益） 131,446

オークション勘定の増減額(△は増加) 141,881

売上債権の増減額（△は増加） 371,751

仕入債務の増減額（△は減少） △14,795

預り金の増減額（△は減少） 1,555,218

その他 △696,847

小計 9,987,698

利息及び配当金の受取額 515

利息の支払額 △11,242

法人税等の支払額 △7,712,979

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,263,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,438,881

有形固定資産の売却による収入 5,237

無形固定資産の取得による支出 △113,346

長期前払費用の取得による支出 △35,371

その他 △6,239

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,588,601

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △34,980

預り保証金の預りによる収入 64,600

預り保証金の返還による支出 △26,516

自己株式の取得による支出 △36

子会社による子会社自己株式取得による支出 △84,840

配当金の支払額 △2,722,055

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,803,828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,128,438

現金及び現金同等物の期首残高 26,280,573

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 23,152,135
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

1．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産
については、従来、主として移動平均法
による原価法によっておりましたが、
当第１四半期連結会計期間より「棚卸
資産の評価に関する会計基準」（企業
会計基準第９号　平成18年７月５日）
が適用されたことに伴い、主として移
動平均法による原価法（貸借対照表価
額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により算定しており
ます。
　　この変更による営業利益、経常利益お
よび税金等調整前四半期純利益に与え
る影響は軽微であります。
　　なお、セグメント情報に与える影響は、
当該箇所に記載しております。

（2）リース取引に関する会計基準の適用
　　所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、従来、賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
したが、「リース取引に関する会計基
準」（企業会計基準第13号（平成５年
６月17日（企業会計審議会第一部
会）、平成19年３月30日改正））およ
び「リース取引に関する会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第16
号（平成６年１月18日（日本公認会計
士協会　会計制度委員会）、平成19年３
月30日改正））が平成20年４月１日以
後開始する連結会計年度に係る四半期
連結財務諸表から適用することができ
ることになったことに伴い、当第１四
半期連結会計期間からこれらの会計基
準等を適用し、通常の売買取引に係る
会計処理によっております。また、所有
権移転外ファイナンス・リース取引に
係るリース資産の減価償却の方法につ
いては、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
　　リース取引開始日が会計基準適用初年
度開始前の所有権移転外ファイナンス
・リース取引については、引き続き通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。
　　この適用による総資産への影響は軽微
であり、損益への影響はありません。
　　なお、セグメント情報に与える影響は、
当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

　定率法を採用している固定資産の減価償

却費については、当連結会計年度に係る年

間の減価償却費の額を期間按分する方法に

より算定しています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
　
　

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日）

 税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．オークション貸勘定およびオークション借勘定

　オークション貸勘定およびオークション借勘定は、

オークション業務に関連して発生する会員に対する

債権および債務であり、その主なものは、立替および

預り車両代金、未収出品料収入、未収成約料収入およ

び未収落札料収入等であります。

　なお、オークション貸勘定およびオークション借勘

定残高は、第１四半期連結会計期間末日とオークショ

ン開催日との関連によって増減いたします。

※１．オークション貸勘定およびオークション借勘定

　オークション貸勘定およびオークション借勘定は、

オークション業務に関連して発生する会員に対する

債権および債務であり、その主なものは、立替および

預り車両代金、未収出品料収入、未収成約料収入およ

び未収落札料収入等であります。

　なお、オークション貸勘定およびオークション借勘

定残高は、連結会計年度末日とオークション開催日と

の関連によって増減いたします。

※２．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 696,811千円

　

仕掛品 6,191千円

　

原材料及び貯蔵品 501,157千円

　

※３．有形固定資産の減価償却累計額 27,096,452千円

　

※４．投資不動産の減価償却累計額 28,495千円

　

　５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約および貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基づく

当第１四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越限度額および

貸出コミットメントの総額
1,000,000千円

借入実行残高 －千円

計 1,000,000千円

　

※２．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 801,771千円

　

仕掛品　 2,531千円

　　

原材料及び貯蔵品 561,128千円

　　

※３．有形固定資産の減価償却累計額 26,126,110千円

　

※４．投資不動産の減価償却累計額 27,483千円

　

　５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約および貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越限度額および

貸出コミットメントの総額
1,000,000千円

借入実行残高 －千円

計 1,000,000千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売促進費 480,340千円

貸倒引当金繰入額 23,258千円

従業員給料・賞与 775,562千円

賞与引当金繰入額 145,058千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
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当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

現金及び預金勘定 23,152,135千円 　

現金及び現金同等物 23,152,135千円 　

EDINET提出書類

株式会社ユー・エス・エス(E05045)

四半期報告書

33/40



（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  32,695千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 671千株

３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 親会社　3,073千円

４．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,722,055 85.0  平成20年３月31日  平成20年６月26日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
オートオー
クション事
業（千円）

中古自動車
等買取販売
事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 13,613,411 3,097,407 1,966,465 18,677,284 － 18,677,284

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
294,660 24 586 295,271 △295,271 －

計 13,908,072 3,097,432 1,967,051 18,972,556 △295,271 18,677,284

営業利益 6,724,565 34,555 243,532 7,002,653 75,880 7,078,534

　（注）１．事業区分の方法

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２．その他の事業は、株式会社アビヅの廃自動車等のリサイクルと株式会社ＵＳＳ東洋の廃ゴムのリサイクルを

区分しております。

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。なお、この変更に伴うセグメント情報への影響は軽微であります。

　（リース取引に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年３月30日改正））を適用しております。この変更に伴うセグメント情報への影響はありません。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

  当社グループはデリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　921千円　

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

 １．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）  

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）  

１株当たり純資産額 3,690.37
円
　

１株当たり純資産額 3,657.55
円
　

 ２．１株当たり四半期純利益金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 116.90
円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

四半期純利益（千円） 3,743,635

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,743,635

期中平均株式数（千株） 32,024

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　当社は平成20年７月29日開催の取締役会において、会社

法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することおよ

びその具体的な取得方法について決議いたしました。

自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

当社普通株式

②　取得する株式の総数

500,000株（上限）

③　取得する期間

平成20年７月30日から平成20年９月22日

④　取得価額の総額

3,750百万円（上限）

⑤　取得の方法

　市場取引

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　　前連結会計年度末と比較して著しい変動がないため記載を省略しております。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社ユー・エス・エス

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 稲　越　千　束　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　本　正　司　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 轟　　　芳　英　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユー・エス

・エスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユー・エス・エス及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年７月29日に自己株式取得の取締役会決議をした。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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